






【凡例】 

このテキストで⽤いた法令名等の略称とその正式名称は、次のとおりです。 
▼「法」⼜は「液化⽯油ガス法」 

→    液化⽯油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律 
（昭和４２年１２⽉２８⽇ 法律第１４９号） 

▼「施⾏令」⼜は「液化⽯油ガス法施⾏令」 
→    液化⽯油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施⾏令 
（昭和４３年２⽉７⽇ 政令第１４号） 

▼「規則」、「施⾏規則」⼜は「液化⽯油ガス法施⾏規則」 
→     液化⽯油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施⾏規則 
（平成９年３⽉１０⽇ 通商産業省令第１１号） 

▼「保安業務告⽰」 
→ 保安業務に係る技術的能⼒の基準等の細⽬を定める告⽰ 
（平成９年３⽉１３⽇ 通商産業省告⽰第１２２号） 

▼「供給・消費・特定供給設備告⽰」 
→    供給設備、消費設備及び特定供給設備に関する技術基準等の細⽬を定める告⽰ 
（平成９年３⽉１３⽇ 通商産業省告⽰第１２３号） 

▼「強制排気式燃焼器告⽰」 
→    液化⽯油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施⾏規則に基づき強制排気式の燃焼器を定める件 
（平成１９年３⽉１３⽇ 経済産業省告⽰第６５号） 

▼「屋内設置告⽰」 
→   液化⽯油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施⾏規則の規定に基づき

容器を屋外に置くことが著しく困難な場合を定める件 
（平成9年3⽉25⽇ 通商産業省告⽰第142号） 

▼「認定販売事業者告⽰」 
→   液化⽯油ガス販売事業者の認定に係る保安確保機器の設置等の細⽬を定める告⽰ 
（平成9年3⽉13⽇ 通商産業省告⽰第121号） 

▼「通達」 
→     液化⽯油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律及び関係政省令の運⽤及び解釈の基準について 

（20190308保局第5号 平成31年3⽉15⽇） 
▼「例⽰基準」 

→     液化⽯油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施⾏規則の機能性基準の運⽤について 
（20210203保局第1号 令和3年2⽉25⽇） 

▼「器具省令」 
→    液化⽯油ガス器具等の技術上の基準等に関する省令 
（昭和４３年３⽉２７⽇ 通商産業省令第２３号） 

▼「特定保守製品省令」 
→     経済産業省関係特定保守製品に関する省令 
（平成20年3⽉28⽇ 経済産業省令第26号） 

▼「特監法」 
→    特定ガス消費機器の設置⼯事の監督に関する法律 
（昭和５４年５⽉１０⽇ 法律第３３号） 

▼「特監則」⼜は「特監法施⾏規則」 
→     特定ガス消費機器の設置⼯事の監督に関する法律施⾏規則 
（昭和５４年１０⽉１１⽇ 通商産業省令第77号） 

▼「消安法」 
→     消費⽣活⽤製品安全法 
（昭和４８年６⽉６⽇ 法律第３１号） 

▼「消安則」⼜は「消安法施⾏規則」 
→     消費⽣活⽤製品安全法施⾏規則 
（昭和４９年３⽉５⽇ 農林省・通商産業省令第１号） 

▼「⾼圧法」⼜は「⾼圧ガス法」 
→ ⾼圧ガス保安法 
（昭和２６年６⽉７⽇ 法律第２０４号） 

▼「液⽯則」 
→   液化⽯油ガス保安規則 
（昭和４１年５⽉２５⽇ 通商産業省令第５２号） 

▼「ガス事業法」 
→ ガス事業法 
（昭和２９年３⽉３１⽇ 法律第５１号） 

▼「⻘本」→液化⽯油ガス設備設置基準及び取扱要領（KHKS  0738）[特別⺠間法⼈⾼圧ガス保安協会発⾏] 
▼「⿊本」→ ガス機器の設置基準及び実務指針[（⼀財）⽇本ガス機器検査協会発⾏] 
▼「業務⽤⿊本」→ 業務⽤ガス機器の設置基準及び実務指針[（⼀財）⽇本ガス機器検査協会発⾏] 
▼「ガス警報器」→  平成22（2010）年よりガス警報器⼯業会では、「ガス漏れ警報器」を「ガス警報器」と呼称統⼀ 
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 10 受託した保安機関が点検・調査のため消費者宅をたびたび訪問したが、消費者等が不在のために
点検・調査できなかった。どうすべきか。 

 10  法令上、不在にともなう点検・調査の免除⼜は延⻑等は、通達（別添１）第３４条（保安

機関の業務等）関係（20190308保局第５号 平成31年3⽉15⽇制定）に定められて
いる。当該規程に基づき、保安機関は、あらかじめ点検・調査の⽇時を連絡したり、⼀般消
費者等に都合が良い調査⽇時を設定したり、前回と別の曜⽇に再訪問を⾏うなど、訪問時
に不在である確率を減らすための⼯夫を⾏うこと。 

なお、消費設備調査については、3回以上訪問しても消費者等から連絡等がない場合、
調査拒否と同様の取扱いとすることができるが（Q＆A 9参照）、この場合にあっては、消費
者等先に訪問した際の記録＊1,2を残すこと。（Q＆A11参照） 
＊1 ガスメーター、電気メーター、⽔道メーターの指針記録等 
＊2 連絡⽤往復はがき（不在連絡票）等の控え 

 11 保安機関は、不在の消費者に対し、いかに対応するのが望ましいのか。 

 11 基本的には、保安業務規程⼜は実施細則等でその対処⽅法を規定し、保安機関の責任に
おいて対処せざるをえない。⼀般的な運⽤例を図1-4に⽰す。 

 
 
 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図1-4 
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（３）燃焼器の種類 
（規則第44条第1号ヲ、供給・消費・特定供給設備告⽰第9条） 
①移動式燃焼器 ⽇常の使⽤に際して移動し、⼜は接続の着脱が⾏われるガス機器 

イ．ガス調理機器（ガスこんろ・ガステーブル・卓上型ガスグリル・ガス炊飯器等） 

図4-7 ガス調理器の種類 

ロ．その他のガス機器 
・ガスストーブ（開放式《ファンヒーター等》・密閉式《ＦＦ式等》）・ガス⾐類乾燥機等 

図4-8 その他ガス機器の種類 

（注）ガス⾐類乾燥機が移動式燃焼器か移動式以外の燃焼器かについては、⿊本及び業務⽤⿊本を確認
すること。 

②移動式燃焼器以外の燃焼器 ⽇常の使⽤に際して移動させず、かつ、接続の着脱も⾏わないガス機器 
イ．据置型ガスレンジ・据置型ガスオーブン・据置型ガスグリル・キャビネット型ガスこんろ・

キャビネット型ガスグリル付きこんろ等 

図4-9  ガス調理器の種類 

ロ．給湯器（ガス瞬間湯沸器・ガス給湯器・ガスふろがま等） 

図4-10 給湯器の種類 

ハ．その他 
めんゆで器・フライヤー・回転がま・ＧＨＰ・マイクロガスタービン 

図4-11 その他の燃焼器 
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④ＣＯ測定の結果、判定基準を超えているガス機器に対しては、ステッカー（例えば、図4-21 判定シ
ールの例）等を機器に貼付するなどして、消費者に周知を⾏う。 

また、不完全燃焼防⽌装置の付いていない開放式湯沸器及びＣＦ式・ＦＥ式湯沸器・ふろがまは、
ＣＯ中毒事故を起こす危険性があるため安全性の⾼い屋外設置型、⼜は安全装置付きガス機器への
交換をすすめること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

図4-21 判定シールの例 
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（６）ＣＯ中毒事故例 

ＣＯ中毒事故の共通する要因は、住宅構造の気密化と合わせ、不完全燃焼防⽌装置の無い開放式湯沸器の
⻑時間使⽤や、ＣＦ式・ＦＥ式燃焼機器の排気筒の構造的⽋陥・不備による排気障害から発⽣している。 

● 排気筒が⽴ち上がっていないことから⾵圧帯内に設置、フィンの⽬詰まりのため 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 台所の排気フード内に排気筒を設置したため 
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● 燃焼ガスにより防⽕ダンパーが作動し、排気が阻害されたため 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 排気筒トップに⿃が巣を作ったため
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● 気密性の⾼い住宅で換気扇の同時使⽤をしたため 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 排気筒の使⽤材料の不適合による腐⾷のため 
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● 排気筒の接続部のズレによるもの 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 屋外式湯沸器が物置内に設置されたため（囲い込み） 
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第５章 質量販売と保安業務 
 

 

 

質量販売の場合でも体積販売と同様に、消費設備の調査を含む保安業務（調査、周知、緊急時対応、
緊急 時連絡）の実施が課せられている。 
質量販売における消費設備の調査頻度及び項⽬などは、容器の内容積及び消費形態で異なるため、的確
に実施するためには質量販売はいかにあるべきかを理解することが必要である。 

１．質量販売のポイント 
（１）質量販売が可能な場合とは（規則第16条第13号ただし書き）

質量販売は以下の場合が可能である。 
①屋外において移動して消費する場合 
「屋外において移動して使⽤される消費設備」とは、屋台、キャンピングカー、キッチンカー等をいう。 

 

 

 

 

 

 
 

図5-1 屋台（⾞両による）の例 図5-2 お祭りの例 

②内容積20Ｌ以下の容器により消費する場合 
イ．内容積8Ｌ以下の容器（2kg容器等）を移動して消費 

例 料理飲⾷店、宴会場等 
ロ．20Ｌ以下の容器（8kg容器等）を配管に接続して消費 

例 ⼯事事務所、臨時的な少量消費先等 
 
 
 
 
 
 

 

 

図5-3 宴会場で2kg容器使⽤の例 図5-4 ⼯事事務所で8kg容器を使⽤の例 

③内容積25Ｌ以下の容器（カップリング付容器⽤弁を有するもの） 
④販売契約の締結⽇から１年以内に取引が停⽌することが明らかで、登録⾏政庁が認めた

消費の場合。 
⑤⾼圧ガス保安法の適⽤を受ける販売と不可分な消費の場合 
⑥経済産業⼤⾂が配管に接続することなく充てん容器を引き渡すことを認めた消費の場合 
⑦災害救助法（昭和22年10⽉18⽇法律第118号）第4条により供与された応急仮設住宅

で消費する場合 
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留 意 事 項 
❶バルク供給設備に係る点検は、特定供給設備以外のバルク供給設備の点検項⽬と頻度（規則第36条第1項第1号ロ）と、特定

供給設備の点検項⽬と頻度（規則第36条第1項第1号ニ）が定められている。 
❷バルク供給設備の点検は、次の回数（頻度）で実施する。 

１）供給開始時（全項⽬） 
２）６ヶ⽉に１回以上または1年を超えない範囲で⾏う充てん作業時 
３）１年に１回以上 
４）２年に１回以上 
５）４年に１回以上 

❸認定液化⽯油ガス販売事業者の特例措置 
１）第⼀号認定液化⽯油ガス販売事業者に限る。 
２）10年に１回以上（規則第50条第２号） 
３） ５ 年に１回以上（規則第50条第３号）但し、以下の要件を満たすこと。 

認定対象消費者が設置する燃焼器（飲⾷店以外の場合にはガス湯沸器、ガスふろがま、ガスストーブに係る燃焼器に 限
る。）の全てが以下のいずれかの要件を満たした場合。 
イ．ＣＯ警報器を設置し､ガスメーターと連動して遮断できること。
ロ．不完全燃焼防⽌装置が付けられていること。 
ハ．燃焼器が屋外式のものであること。（排気筒を屋内に設置する場合は、当該室内をイ．の基準とすること。） 

❹次回の点検の実施期限⽇に関し、消費者ごとに基準⽇を設け、その基準⽇の前４⽉以内に実施すれば、基準⽇に点検を実施した
こととみなされる。（規則第36条第１項第２号、規則第37条第２号） 

 
 
 
 
 

第６章 バルク供給設備に係る保安業務 
 

１．バルク供給設備の点検  

販売事業者には、供給設備の点検義務が課せられ、規則第19条のバルク供給設備に係る供給設備の
技術上の基準、規則第54条のバルク供給に係る特定供給設備の技術上の基準に基づき設置された供給 
設備で供給する時は、液⽯法第27条（保安業務を⾏う義務）第1項第1号により、供給開始時及び定期的に
点検を⾏うことが規定されている。 

２．点検の実施者  
①保安業務は認定を受けている保安機関でなければ点検を実施することができない。 
１）保安機関の認定を受けている販売事業者が⾃ら実施する。（法第27条第3項） 
２）保安機関へ保安業務を委託する。（法第27条第2項、第 28条） 

②バルク供給に係る点検実務を⾏える者（施⾏規則第36条第1項第3号表ハ、同条第2項） 
１）液化⽯油ガス設備⼠ 

（平成12年4⽉1⽇以降の液化⽯油ガス設備⼠の再講習受講者⽂は資格取得者） 
２）販売主任者免状の交付を受けている者 

（平成12年4⽉1⽇以降に業務主任者の講習受講者⽂は資格取得者） 
３）製造保安責任者免状の交付を受けている者 
４）業務主任者の代理者の資格を有する者（平成12年4⽉1⽇以降の資格取得者） 
５）充てん作業者講習修了者 
６）保安業務員講習修了者であり、かつ、所定の経験を有する者（平成12年4⽉1⽇以降の資格取得者） 

 

３．点検項⽬及び回数  
点検項⽬毎の実施⽅法、判定基準及び実施回数に関し、特定供給設備以外については表１－１〜３に、
特定供給設備については表１－４〜５に各々記載した。 
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表5－1 供給設備（バルク容器の場合）の点検項⽬および点検の回数 

 
点 検 項 ⽬ 

 
点検⽅法 

 
判 定 基 準 

点検の回数 
供
給
開
始
時 

６
⽉
／ 

充
て
ん
時 

１
年 

２
年 

４
年 

認定 ※1､2 
事業者 

 ５
年
に

１
回 

バルク容器等の腐しょく防⽌措置 
（19-1-ヌ） 

⽬ 視 バルク容器・附属機器等の発錆が著し
くないこと。 ○ ○ 

     

 

⽕気との距離と屋外設置 
（1,000kg未満） 
（19-1-ヨ） 

⽬ 視 

バルク容器の外⾯から⽕気までの距離
が２ｍを超えていること。 
上記の距離が確保できない場合、⽕気
との間に不燃性隔壁を設けてあること。 
屋外に置いてあること。 

 
○ 

 
○ 

     

 
温度上昇防⽌措置 

（1,000kg未満） 
（19-1-タ） 

⽬ 視 

バルク容器は、⽇光の直射によって40℃ 
を超えるおそれがある場合は、40℃以下
に保つ措置を講じてあること。 
⽇光以外の熱源によって、バルク容器
が40℃を超えるおそれがある場合
は、当該熱源との間に不燃性の隔壁が
設置されていること。 

 
○ 

 
○ 

     

 

⽕気取扱施設との距離 
（1,000kg以上3,000kg未満） 
（19-2-ロ） 

⽬ 視 

バルク容器の外⾯から⽕気取扱施設ま
での距離が５ｍ以上あること。上記の
距離が確保できない場合は、⾼さ２ｍ 
以上の耐⽕性の壁類を設け、迂回⽔平
距離が５ｍ以上あること。 

 
○ 

 
○ 

     

バルク容器からのガスの漏えい 
（19-4） 

⽯けん⽔
⼜は検知器 

接続部や溶接部からガスの漏えいが
ないこと。 ○ ○ 

     

バルブ、集合装置、供給管、ガス栓
の⽋陥（容器と調整器の間の部分） 

（18-5） 
⽬ 視 

発錆が著しくないこと。 
割れ、すじ、しわ等がないこと。 ○ ○ 

     

調整器の腐しょく、割れ、ねじの
ゆるみ等の⽋陥、液化⽯油ガスと
の適合性 

（18-20-イ） 

⽬ 視 

発錆が著しくないこと。 
割れ、ねじのゆるみ等がないこと。 
消費する液化⽯油ガスに適合している
こと。 

 

○ 

 

○ 

    

○ 

 

地下室等に係る供給管注１、 
埋設した供給管注２の漏えい試験 

注１︓ポリエチレン管を使⽤してい
る供給管を除く。 

注２︓地下室等に係る供給管の部分、
亜鉛めっきを施した供給管（防しょ
くテープを施したものを含み、機能
を損なう恐れのある腐しょくが⽣じ
ないものを除く。）であって地盤⾯
下に埋設したもの（地下室等に係る
供給管の部分を除く。） 

 

 
⾃記圧⼒計

等 
⽯けん⽔

⼜は検知器 

例⽰基準第29節、第41節（埋設管）の
漏えい試験⽅法により漏えい試験を
⾏いガスの漏えいがないこと。 
漏えい検知装置の漏えい表⽰がない
こと。 

 

 
○ 

  

 
○ 

   

 
○ 

 

（18-10）      

地下室等に係る供給管に設けた
緊急遮断装置 

（300kg以上の貯蔵設備に係る 
供給管に限る｡） 

（18-21） 

 
作動試験 

緊急遮断装置が設置され、その開閉
状況に異常がないこと。 

 
○ 

  
○ 

    

カップリング⽤液流出防⽌装置、
液取⼊バルブ 

（19-1-イ） 
⽬ 視 

バルブ取付部、カップリング接続部、
バルブ、カップリングからガスの漏えい
がないこと。 

○ 
  

○ 
   

※1︓認定液化⽯油ガス販売事業者、※2︓留意事項（P.75）「❸認定液化⽯油ガス販売事業者の特例措置」参照 

※2 
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点 検 項 ⽬ 

 
点検⽅法 

 
判 定 基 準 

点検の回数 
供
給
開
始
時 

６
⽉
／ 

充
て
ん
時 

１
年 

２
年 

４
年 

認定 ※1､2 
事業者 

 ５
年
に

１
回 

均圧バルブ、カップリング 
（19-1-ニ） 

⽬ 視 
バルブ取付部、カップリング接続部、
バルブ、カップリングからガスの漏えい
がないこと。 

○ 
  

○ 
   

液⾯計 
（19-1-ホ） 

⽬ 視 使⽤上有害な傷、割れ、その他の⽋陥
がないこと。 ○ 

  
○ 

   

プロテクタ 
（19-1-ト） 

⽬ 視 使⽤上有害な傷、割れ、その他の⽋陥
がないこと。 ○ 

  
○ 

   

 

安全弁の放出管 
（19-1-カ） 

⽬ 視 

レインキャップが確実に取り付けられて
いること。 
放出管の内部に⾬⽔が⼊っていない
こと。 

 

○ 

   

○ 

   

 
消⽕設備 

（1,000kg以上3,000kg未満） 
（19-2-ニ） 

⽬ 視 

消⽕能⼒A-4及びB-10以上の消⽕器
が定位置に定数置いてあること。 

（貯蔵量1,000kgにつき1個以上） 
（例⽰基準第５節参照） 
消⽕器は、破損その他の異常がなく、
良好な状態に維持されていること。 

 
○ 

   
○ 

   

 

ＬＰガス及び⽕気厳禁と朱書 
（19-1-チ） 

⽬ 視 

バルク容器⼜は周囲の⾒やすい箇所に
液化⽯油ガス⼜はＬＰガス及び⽕気
厳禁と朱書すること。 
表⽰が鮮明であること。 

 

○ 

    

○ 

  

○ 

 

緊急連絡先の表⽰ 
（19-1-リ） 

⽬ 視 

バルク容器⼜は周囲の⾒やすい箇所に、
緊急連絡先（保安機関の名称・所在地・
電話番号）等を表⽰していること。 
表⽰が鮮明であること。 

 

○ 

    

○ 

  

○ 

⾃動⾞等⾞両が接触しない措置 
（地上） 
（19-1-ワ） 

⽬ 視 
バルク容器等に⾞両が接触しない措置
を講じてあること。 ○ 

   

○ 
 

○ 

 
 

保安物件に対する距離 
（1,000kg以上3,000kg未満） 
（19-2-イ） 

⽬ 視 

・第１種保安物件 
バルク容器の外⾯から16.97m以
上の距離を有すること 

・第２種保安物件 
バルク容器の外⾯から11.31m以
上の距離を有すること 

上記の距離が確保できない場合は、
鉄筋コンクリート障壁等が設置して
あること。 

 
 
○ 

    
 
○ 

  
 
○ 

バルク容器の屋根⼜は遮へい板 
（1,000kg以上3,000kg未満） 
（19-2-ハ） 

⽬ 視 

バルク容器には不燃性⼜は難燃性の
材料を使⽤した軽量な屋根⼜は遮へい
板が設けられていること。 
屋根⼜は遮へい板に損傷のないこと。 

 

○ 

    

○ 

  

○ 

バルブ、集合装置、供給管、ガス栓
の⽋陥 

（調整器とガスメータの間） 
（18-5） 

⽬ 視 

発錆が著しくないこと。 
割れ等がないこと。 

 

○ 

    

○ 

 

○ 

 

※1︓認定液化⽯油ガス販売事業者、※2︓留意事項（P.75）「❸認定液化⽯油ガス販売事業者の特例措置」参照 
 

※2 
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※2 

※1︓認定液化⽯油ガス販売事業者、※2︓留意事項（P.75）「❸認定液化⽯油ガス販売事業者の特例措置」参照 

 
点 検 項 ⽬ 

 
点検⽅法 

 
判 定 基 準 

点検の回数 
供
給
開
始
時 

６
⽉
／ 

充
て
ん
時 

１
年 

２
年 

４
年 

認定 ※1､2 
事業者  

５
年
に

１
回 

⽕気との距離と屋外設置 
（19-3-ヘ） 

⽬ 視 

バルク貯槽の外⾯から⽕気までの距離
が2ｍを超えていること。上記の距離
が確保できない場合、⽕気との間に不
燃性隔壁を設けてあること。 
屋外に置いてあること。 

○ ○      

表5－2 供給設備(バルク貯槽:貯蔵能⼒1,000kg未満の場合)の点検項⽬および点検の回数 

※1︓認定液化⽯油ガス販売事業者、※2︓留意事項（P.73）「❸認定液化⽯油ガス販売事業者の特例措置」参照 

〈以下の供給管を除く〉 
地下室等に係る供給管の部分、亜鉛めっき
を施した供給管（防しょくテープを施した
ものを含み、機能を損なう恐れのある腐し
ょくが⽣じないものを除く。）であって地
盤⾯下に埋設したもの（地下室等に係る供
給管の部分を除く。）及びポリエチレン管
を使⽤している供給管。 

※2 

 
点 検 項 ⽬ 

 
点検⽅法 

 
判 定 基 準 

点検の回数 
供
給
開
始
時 

６
⽉
／ 

充
て
ん
時 

１
年 

２
年 

４
年 

認定 ※1､2 
事業者  

５
年
に

１
回 

バルブ、集合装置、供給管の腐し
ょく防⽌措置 

（18-6） 

⽬ 視 
腐しょく防⽌措置が講じられ発錆が著
しくないこと。 ○ 

 
 

  ○ ○  

バルブ、集合装置、気化装置、供給 

管等の漏えい試験（調整器まで） 
（18-10） 

⽯けん⽔ 

⼜は検知器 

常⽤の圧⼒においてガスの漏えいがない
こと。 ○ 

 
 

  ○ ○  

供給管、ガス栓等の漏えい試験 
 
 
 
 
 
 
 
（18-10） 

⾃記圧⼒計 

等 

⽯けん⽔ 

⼜は検知器 

例⽰基準第29節の漏えい試験⽅法により
漏えい試験を⾏い、漏えいがないこと。 
漏えい検知装置の漏えい表⽰がないこ
と。 

○    ○ ○  

燃焼器⼊⼝圧⼒ 

（18-11） 
⾃記圧⼒計 

等 

⽣活の⽤に供するものにあっては2.0 
kPa以上3.3kPa以下であること。 
⽣活以外の⽤に供するものにあっては
使⽤する燃焼器に適合した圧⼒である
こと。 

○    ○ ○  

供給管の危険標識 
（18-14） 

⽬ 視 

供給管を地盤⾯上に設置する場合にお
いてその周辺に危害を及ぼすおそれの
あるときは、その⾒やすい箇所に液化
⽯油ガスの供給管である旨、供給管に
異常を認めたときの連絡先その他必要
な事項を明瞭に記載した危険標識を設
けてあること。 
表⽰が鮮明であること。 

○    ○  ○ 

調整器の調整圧⼒及び閉そく圧
⼒ 

（18-20-ハ） 
⾃記圧⼒計 

等 

⽣活の⽤に供するものにあっては調整
圧⼒が2.3kPa以上3.3kPa以下であり、
閉そく圧⼒が3.5kPa以下であること。
⽣活以外の⽤に供するものにあって
は、使⽤する燃焼器に適合したもので
あること。 

○    ○ ○  
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点 検 項 ⽬ 

 
点検⽅法 

 
判 定 基 準 

点検の回数 
供
給
開
始
時 

６
⽉
／ 

充
て
ん
時 

１
年 

２
年 

４
年 

認定 ※1､2 
事業者  

５
年
に

１
回 

バルク貯槽のガスの漏えい 
（地上・地下） 
（19-4） 

 
⽯けん⽔

⼜は検知器 

バルク貯槽の接続部や溶接部からガス
の漏えいがないこと。 
検知⽤孔あき管からガスを検知しない
こと。（地下埋設バルク貯槽） 

 

○ 

 

○ 

     

バルブ、集合装置、供給管、ガス栓
の⽋陥 

（貯槽と調整器の間の部分） 
（18-5） 

⽬ 視 

発錆が著しくないこと。 
割れ、すじ、しわ等がないこと。 

 

○ 

 

○ 

     

調整器の腐しょく、割れ、ねじの
ゆるみ等の⽋陥、液化⽯油ガスと
の適合性 

（18-20-イ） 

⽬ 視 

発錆が著しくないこと。 
割れ、ねじのゆるみ等がないこと。 
消費する液化⽯油ガスに適合している
こと。 

 

○ 

 

○ 

    

○ 

 

地下室等に係る供給管注１、埋
設した供給管注２の漏えい試験 

注１︓ポリエチレン管を使⽤している
供給管を除く。 

注２︓地下室等に係る供給管の部分、
亜鉛めっきを施した供給管（防しょく
テープを施したものを含み、機能を
損なう恐れのある腐しょくが⽣じないも
のを除く。）であって地盤⾯下に埋
設したもの（地下室等に係る供給管
の部分を除く。） 

（18-10） 

 
 
⾃記圧⼒計

等 
⽯けん⽔

⼜は検知器 

例⽰基準第29節、第41節（埋設管）の
漏えい試験⽅法により漏えい試験を
⾏いガスの漏えいがないこと。 
漏えい検知装置の漏えい表⽰がない
こと。 

 

 
○ 

  

 
○ 

   

 
○ 

 

地下室等に係る供給管に設けた
緊急遮断装置 

（300kg以上の貯蔵設備に係る 
供給管に限る｡) 

（18-21） 

 
作動試験 

緊急遮断装置が設置され、その開閉
状況に異常がないこと。 

 
○ 

  
○ 

    

安全弁 
（19-3-ハ（1）） 

⽯けん⽔
⼜は検知液

⽬ 視 

弁取付部からガスの漏えいがないこと。
安全弁の元弁が開かれていること。 

 

○ 
   

○ 
   

液⾯計 
（19-3-ハ（2）） 

⽬ 視 使⽤上有害な傷、割れ、その他の⽋陥が
ないこと。 ○ 

  
○ 

   

カップリング⽤液流出防⽌装置、
液取⼊弁 

（19-3-ハ（4）） 
⽬ 視 

弁取付部、カップリング接続部、弁、
カップリングからガスの漏えいがない
こと。 

○ 
  

○ 
   

均圧弁、カップリング 
（19-3-ハ（7）） ⽬ 視 

弁取付部、カップリング接続部、弁、
カップリングからガスの漏えいがない
こと。 

○ 
  

○ 
   

プロテクタ 
（19-3-ハ（8）） 

⽬ 視 使⽤上有害な割れ、その他有害な損傷
がないこと。 ○ 

  
○ 

   

地上設置バルク貯槽等の腐しょく
防⽌措置 

（19-3-ハ（11）） 
⽬ 視 

発錆が著しくないこと。 
○ 

  

○ 
   

地下埋設バルク貯槽の腐しょく
防⽌措置 

（19-3-ハ（11）） 

 

電位測定器 
飽和硫酸銅電極でバルク貯槽の対地電
位を測定し－850mV以下であること。 ○ 

  

○ 
   

※1︓認定液化⽯油ガス販売事業者、※2︓留意事項（P.75）「❸認定液化⽯油ガス販売事業者の特例措置」参照 

※2 
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点 検 項 ⽬ 

 
点検⽅法 

 
判 定 基 準 

点検の回数 
供
給
開
始
時 

６
⽉
／ 

充
て
ん
時 

１
年 

２
年 

４
年 

認定 ※1､2 
事業者  

５
年
に

１
回 

地上設置バルク貯槽の⼤地との
接地（絶縁されている場合） 

（19-3-ニ（4）） 

⽬ 視 

接地接続線は、断⾯積5.5mm2以上 
（単線を除く。）であり容易に腐しょく、
断線しないもの。 
確実に接続されていること。 

 

○ 

   

○ 

   

 

安全弁の放出管 
（19-3-ニ（5）） 

⽬ 視 

レインキャップが確実に取り付けられて
いること。 
放出管の内部に⾬⽔が⼊っていない
こと。 

 

○ 

   

○ 

   

 
 

保安物件に対する距離 
（19-3-ロ） 

⽬ 視 

・第１種保安物件 
バルク貯槽の外⾯から1.5ｍ以上の
距離を有すること。 

・第２種保安物件 
バルク貯槽の外⾯から1.0ｍ以上の
距離を有すること。 

上記の距離が確保できない場合は、
所定の強度を有する構造壁等を設け、
⼜はバルク貯槽を埋設していること。 

 
 
○ 

    
 
○ 

  
 
○ 

 

ＬＰガス及び⽕気厳禁と朱書 
（19-3-ハ（9）） 

⽬ 視 

バルク貯槽⼜は周囲の⾒やすい箇所に
液化⽯油ガス⼜はＬＰガス及び⽕気
厳禁と朱書すること。 
表⽰が鮮明であること。 

 

○ 

    

○ 

  

○ 

 

緊急連絡先の表⽰ 
（19-3-ハ（10）） 

⽬ 視 

バルク貯槽⼜は周囲の⾒やすい箇所に、
緊急連絡先（保安機関の名称・所在地・
電話番号）等を表⽰していること。 
表⽰が鮮明であること。 

 

○ 

    

○ 

  

○ 

⾃動⾞等⾞両が接触しない措置 
（地上） 
（19-3-ニ（2）） 

⽬ 視 
バルク貯槽等に⾞両が接触しない措置
を講じてあること。 ○ 

   

○ 
 

○ 

埋設した場所に⾃動⾞等⾞両が
乗り⼊れない措置 

（地下） 
（19-3-ホ（2）） 

⽬ 視 

バルク貯槽の埋設場所に⾞両が乗り
⼊れない措置を講じてあること。 

 

○ 

    

○ 

  

○ 

埋設後の貯槽の位置を⽰す標識杭 
（地下） 
（19-3-ホ（6）） 

⽬ 視 
バルク貯槽埋設後の四隅にバルク貯槽
の位置を⽰すための標識杭が設置して
あること。 

○ 
   

○ 
 

○ 

バルブ、集合装置、供給管、ガス栓
の⽋陥 

（調整器とガスメータの間） 
（18-5） 

⽬ 視 

発錆が著しくないこと。 
割れ等がないこと。 

 

○ 

    

○ 

 

○ 

 

バルブ、集合装置、供給管の腐しょく
防⽌措置 

（18-6） 

⽬ 視 
腐しょく防⽌措置が講じられ発錆が著
しくないこと。 ○ 

   

○ ○ 
 

バルブ、集合装置、気化装置、供給
管等の漏えい試験（調整器まで） 

（18-10） 

⽯けん⽔
⼜は検知器 

常⽤の圧⼒においてガスの漏えいがな
いこと。 ○ 

   

○ ○ 
 

※1︓認定液化⽯油ガス販売事業者、※2︓留意事項（P.75）「❸認定液化⽯油ガス販売事業者の特例措置」参照 

 

※2 
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点 検 項 ⽬ 

 
点検⽅法 

 
判 定 基 準 

点検の回数 
供
給
開
始
時 

６
⽉
／ 

充
て
ん
時 

１
年 

２
年 

４
年 

認定※1､2 
事業者  

５
年
に 

１
回 

供給管、ガス栓等の漏えい試験 
 
 
 
 
 
 
（18-10） 

⾃記圧⼒計
等 

⽯けん⽔ 
⼜は検知器 

例⽰基準第29節の漏えい試験⽅法によ
り漏えい試験を⾏い、漏えいがないこ
と。 
漏えい検知装置の漏えい表⽰がないこ
と。 ○    ○ ○ 

 

燃焼器⼊⼝圧⼒ 
（18-11） 

⾃記圧⼒計 
等 

⽣活の⽤に供するものにあっては2.0 
kPa以上3.3kPa以下であること。 
⽣活以外の⽤に供するものにあっては
使⽤する燃焼器に適合した圧⼒である
こと。 

○    ○ ○  

供給管の危険標識 
（18-14） 

⽬ 視 

供給管を地盤⾯上に設置する場合にお
いてその周辺に危害を及ぼすおそれの
あるときは、その⾒やすい箇所に液化
⽯油ガスの供給管である旨、供給管に
異常を認めたときの連絡先その他必要
な事項を明瞭に記載した危険標識を設
けてあること。 
表⽰が鮮明であること。 

○    ○  ○ 

 

調整器の調整圧⼒及び閉そく圧⼒ 
（18-20-ハ） 

⾃記圧⼒計 
等 

⽣活の⽤に供するものにあっては調整
圧⼒が2.3kPa以上3.3kPa以下であ
り、閉そく圧⼒が3.5kPa以下である
こと。 
⽣活以外の⽤に供するものにあって
は、使⽤する燃焼器に適合したもので
あること。 

○    ○ ○  

※2 

〈以下の供給管を除く〉 
地下室等に係る供給管の部分、亜鉛めっき
を施した供給管（防しょくテープを施した
ものを含み、機能を損なう恐れのある腐し
ょくが⽣じないものを除く。）であって地
盤⾯下に埋設したもの（地下室等に係る供
給管の部分を除く。）及びポリエチレン管
を使⽤している供給管。 

※1：認定液化⽯油ガス販売事業者、※2：留意事項（P.75）「❸認定液化⽯油ガス販売事業者の特例措置」参照 

表5－3 特定供給設備（バルク容器︓貯蔵能⼒3,000kg以上）の点検項⽬及び点検の回数 
 

点 検 項 ⽬ 

 
点検⽅法 

 
判 定 基 準 

点検の回数 
供
給
開
始
時 

６
⽉
／ 

充
て
ん
時 

１
年 

２
年 

４
年 

認定※1､2 
事業者  

５
年
に

１
回 

容器の腐しょく防⽌措置 
（19-1-ヌ） 

⽬ 視 
バルク容器・附属機器等の発錆が著し
くないこと。 ○ ○      

バルク容器のガスの漏えい 
（19-4） 

⽯けん⽔⼜
は検知器 

バルク容器の接続部や溶接部からガス
の漏えいがないこと。 ○ ○      

⽕気取扱施設との距離 
（53-1-ハ） 

⽬ 視 

バルク容器の外⾯から⽕気取扱施設ま
での距離が8ｍ以上あること。 
上記の距離が確保できない場合は、⽕
気取扱施設との間に⾼さ２ｍ以上の耐
⽕性の壁類を設け、迂回⽔平距離が８
ｍ以上あること。 

○ ○      

バルブ、集合装置、供給管、ガス栓 
の腐しょく、割れなどの⽋陥 
（18-5） 

⽬ 視 

発錆が著しくないこと。 
割れ、すじ、しわ等がないこと。 ○ ○      

※1：認定液化⽯油ガス販売事業者、※2：留意事項（P.73）「❸認定液化⽯油ガス販売事業者の特例措置」参照 

※2 
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点 検 項 ⽬ 

 
点検⽅法 

 
判 定 基 準 

点検の回数 
供
給
開
始
時 

６
⽉
／ 

充
て
ん
時 

１
年 

２
年 

４
年 

認定※1､2 
事業者  

５
年
に 

１
回 

調整器の腐しょく、割れ、ねじの
ゆるみ等の⽋陥、液化⽯油ガスと
の適合性 

（18-20-イ） 

⽬ 視 

発錆が著しくないこと。 
割れ、ねじのゆるみ等がないこと。 
消費する液化⽯油ガスに適合している
こと。 

 

○ 

 

○ 

    

○ 

 

地下室等に係る供給管注１、 
埋設した供給管注２の漏えい試験 

注１︓ポリエチレン管を使⽤してい
る供給管を除く。 

注２︓地下室等に係る供給管の部分、
亜鉛めっきを施した供給管（防しょ
くテープを施したものを含み、機能
を損なう恐れのある腐しょくが⽣じ
ないものを除く。）であって地盤⾯
下に埋設したもの（地下室等に係る
供給管の部分を除く。） 

 
 
⾃記圧⼒計

等 
⽯けん⽔

⼜は検知器 

例⽰基準第29節、第41節（埋設管）の
漏えい試験⽅法により漏えい試験を
⾏いガスの漏えいがないこと。 
漏えい検知装置の漏えい表⽰がない
こと。 

 

 
○ 

  

 
○ 

   

 
○ 

 

（18-10）      

地下室等に係る供給管に設けた  緊急遮断装置が設置され、その開閉
状況に異常がないこと。 

       

緊急遮断装置 
（300kg以上の貯蔵施設に係る 
供給管に限る。） 

作動試験 ○ ○ 

（18-21）     

 
消⽕設備 

（19-2-ニ） 
⽬ 視 

消⽕能⼒A-4およびB-10以上の消⽕
器が定位置に定数置いてあること（貯蔵
量1,000kgにつき1個以上）。 
消⽕器は、破損その他の異常がなく、
良好な状態に維持されていること。 

 
○ 

   
○ 

   

カップリング⽤液流出防⽌装置、
液取⼊バルブ 

（19-1-イ） 
⽬ 視 

バルブ取付部、カップリング接続部、
バルブ、カップリングからガスの漏えい
がないこと。 

○ 
  

○ 
   

均圧バルブ、カップリング 
（19-1-ニ） 

⽬ 視 
バルブ取付部、カップリング接続部、
バルブ、カップリングからガスの漏えい
がないこと。 

○ 
  

○ 
   

液⾯計 
（19-1-ホ） 

⽬ 視 使⽤上有害な傷、割れ、その他の⽋陥
がないこと。 ○ 

  
○ 

   

プロテクタ 
（19-1-ト） 

⽬ 視 使⽤上有害な割れ、その他有害な損傷
がないこと。 ○ 

  
○ 

   

 

安全弁の放出管 
（19-1-カ） 

⽬ 視 

レインキャップが確実に取り付けられて
いること。 
放出管の内部に⾬⽔が⼊っていない
こと。 

 

○ 

   

○ 

   

バルク容器の屋根⼜は遮へい板 
（1,000kg以上3,000kg未満） 
（19-2-ハ） 

⽬ 視 

バルク容器には不燃性⼜は難燃性の
材料を使⽤した軽量な屋根⼜は遮へい
板が設けられていること。 
屋根⼜は遮へい板に損傷のないこと。 

 

○ 

    

○ 

  

○ 

 

ＬＰガス及び⽕気厳禁と朱書 
（19-1-チ） 

⽬ 視 

バルク容器⼜は周囲の⾒やすい箇所に
液化⽯油ガス⼜はＬＰガス及び⽕気
厳禁と朱書すること。 
表⽰が鮮明であること。 

 

○ 

    

○ 

  

○ 

※1︓認定液化⽯油ガス販売事業者、※2︓留意事項（P.75）「❸認定液化⽯油ガス販売事業者の特例措置」参照 

※2 
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点 検 項 ⽬ 

 
点検⽅法 

 
判 定 基 準 

点検の回数 
供
給
開
始
時 

６
⽉
／ 

充
て
ん
時 

１
年 

２
年 

４
年 

認定※1､2 
事業者  

５
年
に

１
回 

 

緊急連絡先の表⽰ 
（19-1-リ） 

⽬ 視 

バルク容器⼜は周囲の⾒やすい箇所に、
緊急連絡先（保安機関の名称・所在地・
電話番号）等を表⽰していること。 
表⽰が鮮明であること。 

 

○ 

    

○ 

  

○ 

⾃動⾞等⾞両が接触しない措置 
（19-1-ワ） 

⽬ 視 バルク容器に⾞両が接触しない措置を
講じてあること。 ○ 

   
○ 

 
○ 

 
 

保安物件に対する距離 
（53-1-イ･ロ） 

⽬ 視 

・第１種保安物件 
バルク容器の外⾯から16.97m以上
の距離を有していること。 

・第２種保安物件 
バルク容器の外⾯から11.31m以上
の距離を有していること。 

上記の距離が確保できない場合は、鉄筋コ
ンクリート障壁等が設置してあること。 

 
○ 

   

 
○ 

 

 
○ 

バルブ、集合装置、供給管の腐しょく
防⽌措置 

（18-6） 
⽬ 視 

腐しょく防⽌措置が講じられ、発錆が
著しくないこと。 ○ 

   
○ ○ 

 

バルブ、集合装置、気化装置、供給
管等の漏えい試験（調整器まで） 

（18-10） 

⽯けん⽔
⼜は検知器 

常⽤の圧⼒においてガスの漏えいが
ないこと。 ○ 

   
○ ○ 

 

供給管、ガス栓等の漏えい試験 
〈以下の供給管を除く〉 

地下室等に係る供給管の部分、亜鉛 
めっきを施した供給管（防しょくテープ
を施したものを含み、機能を損なう恐れの
ある腐しょくが⽣じないものを除く。） で
あって地盤⾯下に埋設したもの（地下室等
に係る供給管の部分を除く。）及びポリ
エチレン管を使⽤している供給管。 

（18-10） 

 
⾃記圧⼒計

等 
⽯けん⽔

⼜は検知器 

例⽰基準第29節、第41節（埋設管）の
漏えい試験⽅法により漏えい試験を
⾏いガスの漏えいがないこと。 
漏えい検知装置の漏えい表⽰がない
こと。 

 
 
○ 

    
 
○ 

 
 
○ 

 

 
調整器の調整圧⼒及び閉そく圧⼒ 

（18-20-ハ） 

 
⾃記圧⼒計

等 

⽣活の⽤に供するものにあっては調整
圧⼒が2.3kPa 以 上 3.3kPa 以下
であり、閉そく圧⼒が3.5kPa以下で
あること。 
⽣活以外の⽤に供するものにあっては、
使⽤する燃焼器に適合したものである 
こと。 

 
○ 

   
 
○ 

 
○ 

 

 

燃焼器⼊⼝圧⼒ 
（18-11） 
〈通常の供給設備の点検項⽬〉※3 

 
⾃記圧⼒計

等 

⽣活の⽤に供するものにあっては2.0 
kPa以上3.3kPa以下であること。
⽣活以外の⽤に供するものにあっては
使⽤する燃焼器に適合した圧⼒である 
こと。 

 
○ 

    
○ 

  

 
供給管の危険標識 

（18-14） 
〈通常の供給設備の点検項⽬〉※3 

⽬ 視 

供給管を地盤⾯上に設置する場合に
おいてその周辺に危害を及ぼすおそれ
のあるときは、その⾒やすい箇所に液化
⽯油ガスの供給管である旨、供給管に
異常を認めたときの連絡先その他必要
な事項を明瞭に記載した危険標識を設
けてあること。 
表⽰が鮮明であること。 

 
○ 

   

 
○ 

  

※1︓認定液化⽯油ガス販売事業者、※2︓留意事項（P.75）「❸認定液化⽯油ガス販売事業者の特例措置」参照 
※3︓法令に規定された点検項⽬ではないが、⾃主保安として供給設備（バルク容器・バルク貯槽）と同様に点検することが望ましい。 

※2 
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表5－4 特定供給設備（バルク貯槽︓貯蔵能⼒１,000kg以上）の点検項⽬及び点検の回数 

 
点 検 項 ⽬ 

 
点検⽅法 

 
判 定 基 準 

点検の回数 
供
給
開
始
時 

６
⽉
／ 

充
て
ん
時 

１
年 

２
年 

４
年 

認定※1､2 
事業者  

５
年
に

１
回 

 
⽕気取扱施設との距離 

（1,000kg以上3,000kg未満） 
（54-2-ハ） 

⽬ 視 

バルク貯槽の外⾯から⽕気取扱施設
までの距離が5ｍ以上あること。 
上記の距離が確保できない場合は、⽕
気取扱施設との間に⾼さ２ｍ以上の耐
⽕性の壁類を設け、迂回⽔平距離が５
ｍ以上あること。 

 
○ 

 
○ 

     

 
⽕気取扱施設との距離 

（3,000kg以上） 
（54-2-ハ） 

⽬ 視 

バルク貯槽の外⾯から⽕気取扱施設
までの距離が8ｍ以上あること。 
上記の距離が確保できない場合は、⽕
気取扱施設との間に⾼さ２ｍ以上の耐
⽕性の壁類を設け、迂回⽔平距離が８
ｍ以上あること。 

 
○ 

 
○ 

     

バルク貯槽（地上・地下）のガスの
漏えい 

（19-4） 

 
⽯けん⽔

⼜は検知器 

バルク貯槽の接続部や溶接部からガス
の漏えいがないこと。 
検知⽤孔あき管からガスを検知しない 
こと。（地下埋設バルク貯槽） 

 

○ 
 

○ 

     

 

バルク貯槽と他の貯槽等との距離 
（3,000kg以上） 
（54-2-チ（2）） 

 
⽬ 視 

1ｍ⼜は他の貯槽、バルク貯槽⼜は酸素
の貯蔵設備の最⼤直径の和の1/4の⻑
さのいずれか⼤きい距離を有すること。⼜
は、当該貯槽に⽔噴霧装置が設けてある
こと。 

 
○ 

 
○ 

     

バルブ、集合装置、供給管、ガス栓
の腐しょく、割れなどの⽋陥 

（18-5） 

 

⽬ 視 
発錆が著しくないこと。 
割れ、すじ、しわ等がないこと。 ○ ○ 

     

調整器の腐しょく、割れ、ねじの
ゆるみ等の⽋陥 
液化⽯油ガスとの適合性 

（18-20-イ） 

 
⽬ 視 

発錆が著しくないこと。 
割れ、ねじのゆるみ等がないこと。 
消費する液化⽯油ガスに適合している 
こと。 

 

○ 
 

○ 

    

○ 

 

地下室等に係る供給管注１、 
埋設した供給管注２の漏えい試験 

注１︓ポリエチレン管を使⽤している
供給管を除く。 

注２︓地下室等に係る供給管の部分、
亜鉛めっきを施した供給管（防しょ
くテープを施したものを含み、機能
を損なう恐れのある腐しょくが⽣じ
ないものを除く。）であって地盤⾯
下に埋設したもの（地下室等に係る
供給管の部分を除く。） 

（18-10） 

 

 
⾃記圧⼒計

等 
⽯けん⽔

⼜は検知器 

例⽰基準第29節、第41節（埋設管）の
漏えい試験⽅法により漏えい試験を
⾏いガスの漏えいがないこと。 
漏えい検知装置の漏えい表⽰がない
こと。 

 

 
○ 

 
 

 
○ 

  
 

 
○ 

 

地下室等に係る供給管に設けた
緊急遮断装置 

（300kg以上の貯蔵施設に係る 
供給管に限る。） 

（18-21） 

作動試験 

緊急遮断装置が設置され、その開閉
状況に異常がないこと。 

 
○ 

  
○ 

    

 
消⽕設備 

（54-2-ニ） 
⽬ 視 

消⽕能⼒A-4およびB-10以上の消⽕器
が定位置に定数置いてあること（貯蔵
能⼒が2,000kg以下の場合2個以上、
2,000kgを超える場合3個以上）。 
消⽕器は、破損その他の異常がなく、
良好な状態に維持されていること。 

 
○ 

  

 
○ 

   

※1：認定液化⽯油ガス販売事業者、※2：留意事項（P.75）「❸認定液化⽯油ガス販売事業者の特例措置」参照 

※2 
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点 検 項 ⽬ 

 
点検⽅法 

 
判 定 基 準 

点検の回数 
供
給
開
始
時 

６
⽉
／ 

充
て
ん
時 

１
年 

２
年 

４
年 

認定※1､2 
事業者  

５
年
に

１
回 

 
防消⽕設備 

（3,000kg以上） 
（54-2-ニ） 

 
 

⽬ 視
作動試験 

対象設備の規模に応じ、適切なものが
設けられており、破損その他の異常が
ないこと。 
散⽔設備にあっては、5L/min・m2以
上の⽔量で散⽔できるもの。 
消⽕栓にあっては、筒先圧⼒が0.245 
MPa以上で放⽔能⼒350L/min以上
のものであること。 

 
 

○ 

   
 

○ 

   

安全弁 
（19-3-ハ（1）） 

⽯けん⽔
⼜は検知器

⽬ 視 

弁取付部からガスの漏えいがないこと。
安全弁の元弁が開かれていること。 

 

○ 
   

○ 
   

液⾯計 
（19-3-ハ（2）） 

⽬ 視 使⽤上有害な傷、割れ、その他の⽋陥
がないこと。 ○ 

  
○ 

   

カップリング⽤液流出防⽌装置、
液取⼊弁 

（19-3-ハ（4）） 

⽬ 視 
弁取付部、カップリング接続部、弁、
カップリングからガスの漏えいがない
こと。 

 

○ 
   

○ 
   

均圧弁、カップリング 
（19-3-ハ（7）） 

⽬ 視 弁取付部、カップリング接続部、弁、
カップリングからガスの漏えいがない
こと。 

○ 
  

○ 
   

プロテクタ 
（19-3-ハ（8）） 

⽬ 視 使⽤上有害な割れ、その他有害な損傷
がないこと。 ○ 

  
○ 

   

バルク貯槽の腐しょく防⽌措置 
（19-3-ハ（11）） 

⽬ 視 バルク貯槽の発錆が著しくないこと。 ○ 
  

○ 
   

地下埋設バルク貯槽の腐しょく
防⽌措置 

（19-3-ハ（11）） 

 

電位測定 
飽和硫酸銅電極でバルク貯槽の対地電
位を測定し－850mV以下であること。 

 

○ 
   

○ 
   

地上設置バルク貯槽の⼤地との
接地 

（3,000kg未満） 
（19-3-ニ（4）） 

⽬ 視 

接地接続線は、5.5mm2以上（単線を
除く。）あり、容易に腐しょく、断線しな
いものであること。確実に接続されて
いること。 

 

○ 

   

○ 

   

 

安全弁の放出管 
（19-3-ニ（5）） 

⽬ 視 

レインキャップが確実に取り付けられ
ていること。 
放出管の内部に⾬⽔が⼊っていないこ
と。 

 

○ 

   

○ 

   

バルク貯槽の基礎 
（3,000kg以上） 
（54-2-チ（3）） 

⽬ 視 

バルク貯槽の⽀柱または底部若しくは
架台が同⼀の基礎にアンカーボルトに
より確実に固定されており、基礎、⽀柱
等の破損がないこと。 

 

○ 

   

○ 

   

 

地上設置バルク貯槽及び⽀柱の
耐熱構造⼜は、冷却⽤散⽔装置 

（3,000kg以上） 
（54-2-チ（4）） 

⽬ 視 

バルク貯槽および⽀柱の断熱構造の
有無、破損その他異常がないこと。規定
の能⼒を有する散⽔装置等が設けられ
ており、正常に作動し、散⽔状態に異常
がないこと。 

 
○ 

   
○ 

   

1︓認定液化⽯油ガス販売事業者、※2︓留意事項（P.75）「❸認定液化⽯油ガス販売事業者の特例措置」参照 

※2 
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点 検 項 ⽬ 

 
点検⽅法 

 
判 定 基 準 

点検の回数 
供
給
開
始
時 

６
⽉
／ 

充
て
ん
時 

１
年 

２
年 

４
年 

認定※1､2 
事業者  

５
年
に

１
回 

静電気除去措置 
（3,000kg以上） 
（54-2-チ（5）） 

⽬ 視 
接地抵抗測定 

対象設備に確実に接続された接地接
続線が設けられており、断線その他の
損傷がないこと。また接地抵抗が総合
100Ω以下であること。 

 
○ 

   
○ 

   

保安物件に対する距離 
（54-2-ロ（1）（2）（3）） 

⽬ 視 

（1）1,000kg以上3,000kg未満 
バルク貯槽の外⾯から、第１種保安物
件、第２種保安物件に対し、7m以上の
距離を有していること。 
上記の距離が確保できない場合は、所
定の強度を有する構造壁、障壁等を設
け、⼜はバルク貯槽を埋設しているこ
と。ただし、鉄筋コンクリート障壁等
が設けられていない⽅向に他の第１種
保安物件⼜は第２種保安物件が存在す
る場合にあっては、第１種保安物件に
対し16.97m以上、第２種保安物件に対
し11.31ｍの距離を有していること。 

（2）3,000kg以上 
・第１種保安物件 

バルク貯槽の外⾯から16.97m以
上の距離を有していること。 

・第２種保安物件 
バルク貯槽の外⾯から11.31m以
上の距離を有していること。 

上記の距離が確保できない場合は、所定
の強度を有する鉄筋コンクリート障壁
等を設け、⼜はバルク貯槽を埋設する
ことにより、保安距離をそれぞれ第１種
保安物件に対し13.58m以上、第２種
保安物件に対し9.05m以上に緩和で
きる。 

 

 

 

 

 
 

○ 

    

 

 

 

 
 

○ 

  

 

 

 

 
 

○ 

 

ＬＰガス及び⽕気厳禁と朱書 
（19-3-ハ（9）） 

⽬ 視 

バルク貯槽⼜は周囲の⾒やすい箇所に
液化⽯油ガス⼜はＬＰガス及び⽕気
厳禁と朱書していること。 
表⽰が鮮明であること。 

 
○ 

    
○ 

  
○ 

 

緊急連絡先の表⽰ 
（19-3-ハ（10）） 

⽬ 視 

バルク貯槽⼜は周囲の⾒やすい箇所に、
緊急連絡先（保安機関の名称・所在地・
電話番号）等を表⽰していること。 
表⽰が鮮明であること。 

 
○ 

    
○ 

  
○ 

⾃動⾞等⾞両が接触しない措置 
（地上） 
（19-3-ニ（2）） 

⽬ 視 
バルク貯槽に⾞両が接触しない措置を
講じてあること。 

 

○ 
    

○ 
  

○ 

埋設した場所に⾃動⾞等⾞両が
乗り⼊れない措置 

（地下埋設3,000kg未満の貯槽）
（19-3-ホ（2）） 

⽬ 視 

⾞両が埋設場所に乗り⼊れない措置を
講じてあること。 

 
○ 

    
○ 

  
○ 

※1︓認定液化⽯油ガス販売事業者、※2︓留意事項（P.75）「❸認定液化⽯油ガス販売事業者の特例措置」参照 

※2 
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点 検 項 ⽬ 

 
点検⽅法 

 
判 定 基 準 

点検の回数 
供
給
開
始
時 

６
⽉
／ 

充
て
ん
時 

１
年 

２
年 

４
年 

認定※1､2 
事業者  

５
年
に

１
回 

埋設後の貯槽の位置を⽰す標識杭 
（地下埋設3,000kg未満の貯槽）
（19-3-ホ（6）） 

⽬ 視 
バルク貯槽埋設後、四隅にバルク貯槽
の埋設後の貯槽の位置を⽰すための
標識杭が設置してあること。 

 

○ 
    

○ 
  

○ 

バルブ、集合装置、供給管の腐しょく
防⽌措置 

（18-6） 

⽬ 視 
腐しょく防⽌措置が講じられ、発錆が
著しくないこと。 

 

○ 
    

○ 
 

○ 
 

バルブ、集合装置、気化装置、供給
管等の漏えい試験（調整器まで） 

（18-10） 

 

⽯けん⽔
⼜は検知器 

常⽤の圧⼒においてガスの漏えいが
ないこと。 

 

○ 
    

○ 
 

○ 
 

供給管、ガス栓等の漏えい試験 
〈以下の供給管を除く〉 

地下室等に係る供給管の部分、亜鉛 
めっきを施した供給管（防しょくテープ
を施したものを含み、機能を損なう恐れの
ある腐しょくが⽣じないものを除く。） で
あって地盤⾯下に埋設したもの（地下室等
に係る供給管の部分を除く。）及びポリ
エチレン管を使⽤している供給管。 

（18-10） 

 
 
⾃記圧⼒計

等 
⽯けん⽔

⼜は検知器 

例⽰基準第29節、第41節（埋設管）の
漏えい試験⽅法により漏えい試験を
⾏いガスの漏えいがないこと。 
漏えい検知装置の漏えい表⽰がない
こと。 

 
 
○ 

    
 
○ 

 
 
○ 

 

 
調整器の調整圧⼒及び閉そく圧⼒ 

（18-20-ハ） 

 
⾃記圧⼒計

等 

⽣活の⽤に供するものにあっては調整
圧⼒が2.3kPa以上3.3kPa以下であり、
閉そく圧⼒が3.5kPa以下であること。
⽣活以外の⽤に供するものにあって
は、使⽤する燃焼器に適合したもので
あること。 

 
○ 

    
○ 

 
○ 

 

 

燃焼器⼊⼝圧⼒ 
（18-11） 
〈通常の供給設備の点検項⽬〉※3 

 
⾃記圧⼒計

等 

⽣活の⽤に供するものにあっては2.0 
kPa以上3.3kPa以下であること。 
⽣活以外の⽤に供するものにあっては
使⽤する燃焼器に適合した圧⼒である
こと。 

 
○ 

    
○ 

  

 
供給管の危険標識 

（18-14） 
〈通常の供給設備の点検項⽬〉※3 

⽬ 視 

供給管を地盤⾯上に設置する場合に
おいてその周辺に危害を及ぼすおそれ
のあるときは、その⾒やすい箇所に液化
⽯油ガスの供給管である旨、供給管に
異常を認めたときの連絡先その他必要
な事項を明瞭に記載した危険標識を設
けてあること。 
表⽰が鮮明であること。 

 
 

○ 

    
 

○ 

  

※1︓認定液化⽯油ガス販売事業者、※2︓留意事項（P.75）「❸認定液化⽯油ガス販売事業者の特例措置」参照 
※3︓法令に規定された点検項⽬ではないが、⾃主保安として供給設備（バルク容器・バルク貯槽）と同様に点検することが望ましい。 

※2 
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４．帳簿の保存  

点検記録簿は記載の⽇から2年間保存する。ただし、次に実施されるまでの期間が２年を超えるもの
は次回の実施⽇まで保存する。 

５．バルク貯槽の安全弁交換作業時の事故防⽌について  

平成19年以降、連結弁タイプの元弁に取り付けられた安全弁を取り外す際に６件の漏えい事故（このう
ち１件は漏えい・爆発・⽕災）が発⽣しており、その原因は、作業⼿順の不徹底、安全弁及び元弁構造
に関する基礎知識の⽋落等、当該交換作業を⾏った作業者に起因するものであった。バルク供給での漏
えい事故は、流出量が多⼤になり、重⼤事故につながるおそれが⾼いことから、液化⽯油ガス販売事業
者にあっては、安全弁製造者が策定した作業⼿順書や安全弁交換作業に必要となる⼯具・治具類を整備
する他、次の①から③までに揚げる事項を遵守し、事故防⽌の徹底を図ることが望ましい。 

①安全弁交換作業を実施する者（以下「交換作業者」という。）には、次のイ．及びロ．に⽰す教育・
訓練を繰り返し⾏った者を選任すること。 

イ．安全弁交換作業の実績を有する者⼜は安全弁製造業者を講師とする安全弁交換作業に関する
保安教育 

【主な保安教育の内容例】 
・安全弁及び元弁の構造に関すること。 
・安全弁交換作業の⼿順に関すること。特に、安全弁と連結弁との接続部における内封ガスの

排出状況の⾒極めとその後の対応に関しては繰り返し保安教育を⾏うこと。 
・安全弁交換作業時の事故事例とその原因に関すること。 

ロ．安全弁交換作業の実績を有する者⼜は安全弁製造業者の管理監督のもと実施する交換作業訓練。
特に、安全弁と連結弁との接続部における漏れ状態の⾒極めとその後の対応に関しては繰り返
し訓練を⾏うこと。 

②安全弁交換作業を委託する場合は、委託先に対する施⼯管理を徹底すること。（委託先における上記
①の履⾏状況の確認など） 

③交換作業者は、関係団体⼜は安全弁製造業者等が⾏う各種講習会等に積極的に参加すること。 
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２．告⽰検査に向けた体制準備 
バルク貯槽及び附属機器等の告⽰検査に向けた体制準備については、平成29年度に経済産業省から発

出された液化⽯油ガス販売事業者等保安対策指針において、⺠⽣⽤バルク供給システムに使⽤されてい
るバルク貯槽及び附属機器等のいわゆる20年検査に係る経済産業省、⾼圧ガス保安協会等の検討状況
の把握に努めるとともに、液化⽯油ガス法施⾏規則、告⽰及び⾼圧ガス保安協会規格を確認し、20年検査に
関する具体的な計画の策定及びその準備に着⼿するよう、ＬＰガス販売事業者等に対して要請が⾏われ
ました。 

 

３．告⽰検査に係る法令等の改正⼜は制定に関する動向 
平成21年度から平成24年度にかけて⾏われた経済産業省の委託調査研究において、保安確保を前提と

して合理的に告⽰検査を⾏う際の現⾏法令上の課題等が取りまとめられました。これを踏まえて、次の
①、②及び③に掲げるとおり、液⽯法の省令及び告⽰が改正（平成26年６⽉４⽇公布）され、平成26年
10⽉22⽇に液化⽯油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法令関係の基本通達（20140901商局
第３号）が改正されました。 

また平成31年度から令和2年度にかけて⾏われた経済産業省の委託調査研究において、製造後の経過
年数が20年を超えるバルク貯槽の検査⽅法の課題等が取りまとめられました。これを踏まえて④に掲げ
るとおり、液⽯法の告⽰が改正（令和4年12⽉28⽇公布）されました。 

LPガス販売事業者等は、これらの内容を把握した上で、告⽰検査の計画策定及び準備に着⼿すること
となります。 

①液化⽯油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施⾏規則の⼀部を改正する省令 
（平成26年経済産業省令第31号）（平成26年９⽉１⽇施⾏） 
【改正の概要】 

改正︓作業計画の作成及び作業責任者の指名等、告⽰検査の記録及びその保存 
新設︓特定供給設備の許可における貯蔵能⼒の特例、液化⽯油ガス設備⼯事の届出における貯蔵

能⼒の特例 

②バルク供給及び充てん設備に関する技術上の基準等の細⽬を定める告⽰の⼀部を改正する告⽰ 
（平成26年経済産業省告⽰第128号）（平成26年９⽉１⽇施⾏） 
【改正の概要】 

改正︓内⾯について⾏う⾮破壊検査、その他の技術的修正
新設︓告⽰検査に合格したバルク貯槽⼜は附属機器の表⽰ 

③液化⽯油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律及び関係政省令の運⽤及び解釈について 
（20140901商局第３号）（平成26年10⽉22⽇施⾏） 
【改正の概要】 

新設︓・告⽰検査を⾏うにあたっては、⾼圧ガス保安協会規格（ＫＨＫ技術基準）を⽤いて⾏うこと。 
・貯槽等の修理、清掃、検査⼜は撤去に先だって仮設供給設備を設置できること。 
・告⽰検査の記録の保存期間 

④バルク供給及び充てん設備に関する技術上の基準等の細⽬を定める告⽰の⼀部を改正する告⽰ 
（令和4年経済産業省告⽰第212号）（令和4年12⽉28⽇施⾏） 
【改正の概要】 

改正︓製造後の経過年数が20年を超えるバルク貯槽の検査の⽅法を規定 
新設︓初回の告⽰検査に合格した⽇から15年以内かつ製造後35年以下における⾮破壊検査、

内⾯⽬視検査の省略等 
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電気式ダイヤフラム式⾃記圧⼒計 

 

● 使⽤上の注意 
（１）計測ホースや本体のホース接続⼝に、ごみや⽔分が⼊らないよう取扱いや保管には注意して

ください。 
（２）温度差の⼤きい場所へ持ち込んだ場合は、環境になじませてから使⽤してください。 
（３）温度変化の激しい場所での測定は、正確な測定ができません。温度変化の少ない場所を選ん

で測定してください。 
（４）接続する配管系統に漏れがないよう注意してください。 
（５）保管時・使⽤時など本体に物を載せたり、衝撃を与えないよう注意してください。 
（６）⾼温・多湿の場所には保管しないでください。特に⾼温になる閉め切った⾞内での保管は避

けましょう。 

● 保守管理 
液化⽯油ガス法（例⽰基準第29節）に基づく点検を⾏ってください。 
12ヶ⽉に１回以上、最低圧⼒が2.0kPa以上、最⾼圧⼒が8.4kPa以上10kPa以下の範囲内の圧⼒で
最⼩⽬盛り単位が0.02kPa以下のマノメータ⼜は同等以上の精度を持つ圧⼒計と⽐較検査を⾏い、
これに合格したものであること。この場合、0.03kPaを超える誤差のあるものは不合格とし、
0.03kPa以下の誤差のあるものは、その補正値を⽤いることによって使⽤することができるものと
する。 
測定中の圧⼒変動時の判定は、測定条件下の温度変化を加味し判断してください。また、保持時
間にも⼗分留意すること。 
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（3）⼀酸化炭素測定器 

②平常は毎⽉１回程度、落下したり異常を感じたときはその都度、簡略点検をしてください。 
③使⽤頻度の⾼い場合は、毎週１回程度の簡略点検を実施し、検知器の感度状態などを確認してく

ださい。 
④１年に１回以上は、当該検知器メーカーなど、標準試験ガス及び充分な試験設備を有するところ

へ感度試験、点検調整を依頼してください。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）⽇常点検 
吸引部の点検 

 
● 使⽤上の注意と点検 
・⼀酸化炭素測定器は精密な機械であり、特に感知エレメント

は極めて繊細な構造であるので、保管、運搬使⽤時の取扱い
について、激しい振動や落下などによる衝撃を加えないよう
にしてください。 

・⻑時間電池を抜いていた場合は、電池を⼊れて30分以上経過
してから電源を⼊れてください。 

・燃焼器具の排気⼝に吸引部を近づけたまま、電源スイッチを
ONにしないでください。 

・電池電圧に充分余裕が有る状態で使⽤してください。 
・測定は、⼀酸化炭素測定器を⾼熱から保護するため、⻑時間

（３分以上）の連続使⽤は避けてください。 
・⼀酸化炭素測定器は下記に⽰す定期点検を必ず実施してくだ

さい。定期点検を怠った場合、⼀酸化炭素濃度が⾼い場合で
も低い値を表⽰するおそれがあります。 

①ドレンブロックに⽔滴等が付いていないか点検する。⽔滴等が付いていたら乾いた布等で拭き取ってくだ
さい。 

②フィルタエレメントが⿊く汚れていないか点検する。汚れていたらフィルタエレメントを交換してくださ
い。 

③ＮＯxフィルタが茶⾊に変⾊していないか点検する。変⾊していたらＮＯxフィルタを交換してください。 
フィルタは400回の測定、⼜は半年の使⽤を交換時期の⽬安にしてください。 
古いＮＯxフィルタは産業廃棄物として処理してください。 

④ホースが破損していないか点検する。破損していたら交換してください。 
ホースが破損していると、測定ガスを正常に吸引できなくなり正確な測定ができません。⼀酸化炭素濃度
が⾼い場合でも低い値を表⽰する恐れがあります。 

（２）定期点検 
１.使⽤者による定期点検 

⼀酸化炭素測定器の性能を維持するために、３〜６ヶ⽉ごとに１回、校正⽤ガスによる感度調整を必ず⾏
ってください。 

２.メーカーによる定期点検 
⼀酸化炭素測定器のオーバーホールのため、メーカー指定（１年に１回等）による定期点検を受けてくだ
さい。 

※今までお持ちの機器についても上記の定期点検を実施してください。 

図 参考-1 ⼀酸化炭素測定器 
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図 参考-3 供給管・配管の腐⾷防⽌対策２ 
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電極設置位置がコンクリート敷である場合 
可能であれば、ガス管の直上にボーリングバーなどで⽳をあけて電極を設置する。 
⽳あけが困難な時は⽔を散布し、30分程度湿らせたのち湿ったウェス⼜はスポンジを敷き、その
上に設置する。（コンクリートの継⽬、き裂⽬などがあればより効果的である｡） 
上記対応が困難であれば、最も近い⼟壌部に設置する。 
基準電極の先端のセラミック部分をコンクリート、硬い⼟壌等に直接打ち込んだり落としたりしな
いこと。もし破損して使⽤上⽀障があると思われるときは、メーカーに相談すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 参考-5 埋設管腐⾷測定⽅法例 
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（ ） 

（２）集団供給の場合 
①マイコンメータ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 参考-9 

※1 上流監視機能を停⽌した場合、ガスメーター上流部分の漏えい検知はできない｡ 
※2 Ⅱ･Ｌ型の場合、ガスメーター上流は、他の漏えい検知装置が必要。 
※3 ガスメーター以降は、マイコンメータにて確認する｡ 

②マイコンメータ以外 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 参考-10 
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３．⾃記圧⼒計等を⽤いる⽅法 
・消費者へ閉栓することの連絡と注意を⾏う。 
・⾃記圧⼒計等※を⽤い、10分間（配管内容積が2.5L以下の場合は5分間）電気式ダイヤフラム式⾃

記圧⼒計にあっては、5分間（配管内容積が10L以下の場合は2分間）以上保持し、⾃記圧⼒計等
により圧⼒降下を測定する。 

・測定中、⾼圧部分からのガスが低圧配管に流⼊しないように注意する。 
・測定した結果、圧⼒に変動のないものを合格とする。 
・安全を確認して開栓を⾏う。 

表 参考-3 内容積2.5Ｌ以下の管⻑早⾒表 

 
※⾃記圧⼒計等：機械式⾃記圧⼒計、電気式ダイヤフラム式⾃記圧⼒計、指針式圧⼒計、

マノメータ、電気式ダイヤフラム式圧⼒計 

共同住宅の例 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 参考-11 機械式⾃記圧⼒計による確認例 
 

管  経 

１/２Ｂ（15A） ３/４Ｂ（20A） １Ｂ（25A） 

12m以下 6m以下 4m以下 

 
内容積2.5Ｌ以下の
管⻑早⾒表 

参
考
資
料 
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４．ガス検知器を⽤いる⽅法 
埋設部は、ボーリングしガス検知器で確認する。 
ボーリングは、配管図⾯等により位置をよく確認し、埋設管を損傷しないように注意して５m間隔で⾏う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 参考-12 ガス検知器等での確認例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 








